
























































要綱案J (1沼21• 8 D 22学校教青局)というもので， i第一総員IJ， i第二学校長，教師j，
「第三学生生徒j， i第四学校の設置廃止J， i第五幼児教育J， i第六初等，中等及
高等教育J， i第七特殊教育J， i第八学校教育行政j， i第九罰則J， i第十雑員IJ
より構成され，全文45条の条文から成るものである。


















乙れらの規定から理解されるように， 乙の「学校教育法要養護案jでは 3 現行の教育基本法，教
特法，学校教育法の規定iと類似，関連する規定が見られ，それち諸法律がまだ分化されていない
状態であったといえる。 ζの乙とは，他の規定Jともみられ，乙の法案Kついて長蜂毅氏は. r総













































和21年 9月21El iC文部省内で作成されているものがある。乙の法案は， I文部省として確定した
(12) 





























必要の有無J， IB.制定の方法J， iC.内容J， iD.関係法令jの側面から検討が図られ
る乙とになるのである。乙の文書は，教員身分法案iζ関連する補助資料として，省議lと際して付
(15) 
されたものと思われる。また 3 作成時期については，実物iと残されていたメモ 121・9・29Jか














































































組合を組成していた。そして P 団体交渉権保障lとより，自らの労働条件を「労働協約J (団体協
約)という形で決定，締結する権利を得ていたのである。





































































令部より B本政府lζ出された指令 iEl本教育制度ニ対スノレ管理政策ニ関スノレ件J (昭和20年 10月

























2. 労働基準法案 3. 労働組合法 4. 文官分限令
5. 文宮懲戒令 6. 宮吏服務紀律 7. 裁判所構成法
8. 各帝国大学官制 9. 各官立大学官制 10. 直轄諸学校官制
11. 公立学校職員制
14. 私立学校令
12. 教職員共済組合令 13. 教職員適格審査規程
? ?
(2) 制定の方法@内容の検討










































































(31) _ _ . . _ . (32) 
して，昭和21年の9月末頃iと文部省内において作成された。その法案が「教員身分法案要綱案j







及び身分J (第 2条)について分析し乙の法案の目的と教員の位謹づけについてみてみる ζと
にする。それらの規定内容は，以下のようである。
1. 本法の目的






ζ 乙iと示された規定にあるように，乙の法案では 3 教員の身分の特殊性という観点から，官公
私の531]なく学校教育法の定める全ての学校の教員を対象とし，それらを「特殊の公務員jと位置
づけている。また，規定内容すなわち「一般公務員に対する特例jの範囲は，わりと広範囲にわ


















待遇の点についても， i俸給J， i昇給J， i，1恩給」の各規定を設け，それぞれ一般官吏と同








































































( 1 ) 神田修「教育基本法と教育公務員特例法_ a教員J 基本法制の意義と課題J([f'季刊j教育泣臼
23号，総合労働研究所，昭和52年)
(2) 杉原誠四郎「教育基本法ーその制定過程と解釈-dl(協同出版，昭和47年)P. 159 






(6) 向上， P.6 




(9) 前掲，狩木英_[f'.教育行政J)P. 237 -.， 239 
(1(j 向上書， P.215 
(1) 鈴木英一「教育基本法iとおける戦後改革の精神J(呂本教育法学会年報 7[f'教育基本法30年と
教育法学dl'有斐閣，昭和53年)所収。




(14) [F戦後教育資料ぷ国立教育研究所蔵) V -23 
(15) 戦後教育資料収集委員会編 F戦後教育資料総合目銭』では， ζの「学校教師(員)身分法案iζ
関連する問題点jについて 「教員身分法案に関連すでる補助資料 省議資料jの説明が記述
されている。 (P.23 ) 
(J6) 末J1I博編 F資料戦後20年史 3. 法律dj(日本評論社》昭和41年)P. 125 ~ 126 ，及び岡部史郎
F公務員制度の研究dl(有イ言堂，昭和30年)P. 4 ~ 7 0 
(17) r画一教育改革要綱(案泊(昭和20. 11. 20総務室)( r敗戦直後の教育改革重要文書J， 日本
教育法学会年報 4 [F地域住民と教育法の創造dl，有斐閣，昭和50年， P.230----231.所収)











(お) 宮原誠一・丸木政臣・伊ケ崎暁生@藤岡貞彦編 F資料日本現代教育史 1 1945年一 19504dl
(三省堂，昭和49年)P. 147 
(21) r労鋤関係調整法」は，国会提出前の閣議で田中文相の意向により教員をその法の適用外と
する ζ とが決まり，修正の後国会iζ提出される乙とになったが， GHQの反対にあいそれを
取り消しでもとの法案で提出，可決された経緯がある。その経緯については，山村義男「対
自労働管理の変遷一労働三法の生成-J ( [F思惣dJNo. 348，昭和28年))松岡三郎「戦後我国
iとおける労働法の展開J()5lj冊法学セミナ-8. 野村平磁・沼田稲次郎・他編「労働法 1(団
体法〕J ，日本評論社，昭和50年)参照。
(泣) 長峰毅「私立学校の管理3)一私立学校法制定の経過と学校法人-J ( [F日本私学教育研究所紀
要」第16号(1 )教育・経営篇，昭和56年) P. 7 ~ 9 )及び前掲鈴木英一「教育行政dlP. 327~331 0 
(お) 向上長峰論文) P. 7 ~ 8。
(混) 前掲鈴木英_!f'教育行政dJP.2890 





(27) 前掲， r敗戦直後の教育改革重要文書JP. 231 ，._. 233 0 
(28) 同前資料の鈴木英一氏の解説， P. 235 0 










に，乙の法案は f昭和21年1月lと教育刷新委員会に提示されたJ(前掲 山本論文P.120) と
もいわれている。













(34) 辻田力・田中二郎，教育法令研究会F教育基本法の解吉む(r~立書院，昭和22年) P. 101 ~ 1020 
(35) 11住正己・堀尾輝久著「教育理念dJ(戦後日本の教育改革2，東京大学出版会，昭和51年)P. 3790 
? ??
?
